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こんな電話は詐欺！★ 息子や孫を装い「トラブル解決にお金が必要」などと電話をかけてきた犯人に 自宅や指定の場所でお金をだまし取られる被害が多発 ★ 不審な電話は迷わず110番！
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両親学級

I

土曜日夜間や

日曜日・祝日に

急病になったら



【相談日時】毎月第4火曜日(祝日・

年末年始等を除く)午後1時～4

時

◆対応策◆

　広告や相手の言うことをうの

みにせず、落ち着いて考え、周囲

の人や消費生活センター等へ相

談しましょう。

安安安全全全・・・安安安心心心ななな暮暮暮らららしししのののたたためめめににに

　悪質商法や詐欺まがいの商法による被害が区内で多数発生しています。被害に遭った多くの方が「高額な料金

を請求された」「商品が届かない」「返品や解約ができない」等のトラブルに巻き込まれています。また、個人情報や

財産をだまし取られたり、不可解な勧誘が続くなど、生活全般が不安な状態に陥ることがあります。

　今回は、最近の区内のトラブル事例と対応策を紹介します。多くの事例を知り、被害を未然に防ぎましょう。も

し、被害やトラブルに遭っても、一人で悩んだり諦めたりせずに、新宿消費生活センターへご相談ください。

【問合せ】新宿消費生活センター（第2分庁舎3階）（5273）3830・（5273）3110へ。

　クーリング・オフ制度は、訪問販売・訪問購入・電話勧誘販売などで結んで

しまった契約を、法律で決められた期間内に無条件で解除できる制度です。

　相手方への解約の通知は「特定記録郵便」「簡易書留」による書面で行い

ます。必ず写しを保管してください。クレジット契約の場合は、クレジッ

ト会社と販売会社へ同時に通知します。

　店舗販売や通信販売では制度を利用できません。制度の対象となる取

引形態・期間・通知方法等詳しくは、新宿消費生活センターへお問い合わ

せください。

◆消費生活相談（電話・来所）

　悪質商法のトラブルや解約での困りごと

などについて、消費生活相談員が問題解決の

ための助言や情報提供をしています。

　相談内容が複雑なもの、高齢などで事業者

との交渉が困難な場合は、相談員が両者の仲

介・あっせんを行います。

　相談内容は、個人情報を除き、国民生活セ

ンターや全国の消費生活センターなどと情

報共有し、被害の拡大防止につなげます。

◆弁護士相談（来所・予約制）

　弁護士が法律の専門的な観点

からアドバイスします。

◆多重債務特別相談（来所・予約制）

　弁護士・区の職員等が、債務の整

理や整理後の生活相談を、個別の状

況に合わせてお受けしています。

　新宿消費生活センターでは、区内在住・在勤・在学の方を対象に、消費生活に関す

る相談をお受けしています。また、情報誌「しんじゅく区くらしの情報」の発行、消

費生活に関する各種講座も開催しています。

トラブル事例と対応策

被害の防止や早期発見を図り、被害の拡大防止と

　救済につなげています

　新宿消費生活センターは、区内の介護事業者・訪問

看護事業者や相談機関等と協力し、「悪質商法被害防

止ネットワーク」を構築しています。

　ネットワークでは、高齢者や障害者の生活に密着したサービスを提供する

事業者等が、業務中に気付いた悪質商法をセンターに通報し、センターは被害

情報の周知・注意喚起やトラブル解決の仲介・あっせんなどをします。

悪悪質質商商法法被被害害防防止止ネネッットトワワーーククがが

地地域域のの安安全全をを見見守守りりまますす

送りつけ商法

　注文していない健康食品などを

一方的に送りつける

訪問購入

　古着等の不用品を売るために自

宅に呼ぶと、売るつもりのない宝石

や貴金属を強引に買い取っていく

点検商法

　「無料点検」と言いつつ、点検の

後に、高額な修理や工事を迫る

次々販売

　使い切れない量の寝具や健康食

品を何度も売りつける

　「『お試し』だけのつもりで商品（健康

食品、化粧品など）を注文したのに、気が

付いたら高額な定期購入が条件だった」

という消費者トラブルが増えています。

　広告をよく読み、購入条件や解約の

可否を細かく確認しましょう。

「「おお試試しし」」購購入入もも要要注注意意！！
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新宿消費生活センターがトラブル解決に向けてお手伝いします

ネット通販の

商品が届かない
事例1

公的機関や有名企業に

なりすました架空請求
事例3

【相談日時】月～金曜日(祝日・年末年始等を除

く)

電話相談…午前９時～午後５時

来所相談…午前９時～午後４時30分

新新宿宿消消費費生生活活セセンンタターーのの相相談談

　相談場所はいずれも同センターです。弁護士相談・多

重債務相談は予約制です。事前に電話でお申し込みくだ

さい。

【相談日時】毎週水曜日(祝日・年末

年始等を除く)午前9時～12時・午

後1時～4時

　頼んだ商品が届かない、違う物が届くというトラ

ブルです。相手方と連絡がつかなくなったり、別の

人、事業者につながってしまうなどして、返金・取り

替えの交渉もできなくなります。

　特に、代金前払いに限定されている場合は、相手

方の所在地・電話番号が実在するかを確認し、返品

に関する事項もしっかりと確認してから注文しま

しょう。

　法務省や裁判所を名乗り「消費料金に関する最終告知」と

いうはがきや、大手通信販売サイト事業者を名乗り「未納料

金が発生している」というショートメッセージメール（SM

S）を送ってきます。典型的な架空請求の手口です。

　「法的手段に訴えられたくない場合の連絡先」が記載

してありますが、絶対に電話をかけてはいけません。高

額な弁護士費用や和解費用等を請求されるだけでなく、こ

ちらの電話番号等、個人情報を相手に与えてしまいます。

　情報商材とは、高額収入を得るためのノウハウ情

報のことで、主にインターネットの通信販売で売ら

れています。「誰でも操作できる」「必ず儲かる」との

宣伝を信じて契約しても、使いこなせず、さらに高額

な契約へ誘導されるなどのトラブルを招きます。

事例2
儲からない

情報商材ビジネス

　値上がりの見込みがない土地を「必ず値上がりする」と持

ち掛けて、高値で売りつける「原野商法」が30～40年程前に

横行しました。最近、当時の被害者や相続人が、同情を装っ

た事業者に「土地を高く買い取る」と勧誘され、測量費・手数

料などの名目で金銭を奪われる2次被害が発生しています。

事例4

　情報商材は、購入してからでないとその内容が

分かりません。甘い言葉をうのみにせず、情報商材

の購入は、慎重に判断しましょう。

　お金を支払ってしまうと行方が分からなくなる事業

者も多く、被害額は100万円単位になる恐れがありま

す。気掛かりな土地問題を早く解決したいと焦らず、家

族や周囲の人へ相談しましょう。

原野
げ ん や

商法の２次被害

対応策

対応策 対応策

対応策

こんな手口にも
ご注意を！

個人名義の振込口座は要注意！

「簡単に稼げるビジネス」という

誘い文句に飛びつかない！

はがき・SMSは無視し、電話をかけない！

土地の処分を焦らず、じっくりと考えて！

契約を解約したい時は

クーリング・オフ制度が利用できます


	安全・安心な暮らしのために　悪質商法を寄せ付けない日頃の心構えを!!

